
阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 1 1

19 年 ～ 28 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進
（３）効率的で持続可能な財政運営の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

地方自治法　2条４項

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
522

0.000
508

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

設定できない

指標名

総合計画策定の本体事務
のため

0.083
0

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

目標

22平成

目標
実績

平成

510

522

0.000 0

0
510

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

0.083
0

0.083

21

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

基本構想は、本市の目指す将来像とそれを実現するための基本目標、重点施策等を示したもの。計画期間は平成１９年度～平成２８年度の１０年間

基本計画は、基本構想に基づき今後推進すべき主要施策を各分野にわたって体系的に定めたもの。計画期間は、前期基本計画５年間、後期基本計画５年間

阿波市民の住民力を結集するための「参画・協働の総合指針」

自立した阿波市を創造・経営するための「地域経営の総合指針」

国・県・周辺自治体に対する「阿波市の主張」

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
本計画が、すべての市民に自分のまちづくり計画として親しまれ、市民の参画・協働のもとに未来の阿波市を築いていくための計画に
します。

今年度

対象（誰を、
何を）

市民・職員

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 総合計画推進事務
企画課

事務事業名 総合計画推進事務

期間設定なし

大森章司
シート作成日

総務費

平成22年6月3日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

508



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

総合評価
Ｂ

総合計画に基づく的確な事業の進行管理と事務事業評価との調整が必要です。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

積極的に推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持 方法改善
統合/終期設定

基本構想の実現に向け、事務事業を見直していきます。

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実

縮小廃止/休止縮小

Ｂ2
有効性必要性

4
達成度

3
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 2
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

本市のまちづくりの基本理念を
示すものです。

目指すべき将来像に向けて必要
な施策を講じています。

二次評価一次評価の説明
自治法で定められています。

基本構想、基本計画等をわかり
やすく理解できるよう努めます。
また、新たな推進方法や策定の
為のコスト削減に努める必要が
あります。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 2 4

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,530

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

７（３３，２１３）
件（㎡）

目標

実績

－
実績

－
３（３５０，３５４）

期間設定なし

矢田正和
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 適正な土地利用の推進事務
企画課

事務事業名 開発許可事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 適切な土地利用の制限を行い、良好な住環境の整備を指導します。

今年度

対象（誰を、
何を）

開発行為をしようとする者

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
開発行為の指示を行います。

阿波市開発事業の調整に関する条例（Ｈ１７施行）等による適切な宅地開発の指導を行います。

地 方 債

平成

－

会　　計 一般会計
21

0.250
298

0.250

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務費

1,834

1,571

0.000 0

143
143

1,536

298

22平成

目標
実績

平成

130

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

開発行為の指示
（目標値の設定なし）

指標名

0.000

申請書届出による

0.250

130

0
1,713

0.000
1,660

臨時･嘱託工数･経費

国土利用法、阿波市開発事業の調整に関する条例

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．生活基盤の充実したまちづくり
（１）調和のとれた土地利用の推進
（２）適正な土地利用の推進
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

他部局との連携を行います。

二次評価一次評価の説明
地域における適正な開発事業の
実施に関する調整を行います。
また、事業者本人の意識によっ
て、手続きや事業進捗の状況が
左右されます。

現在及び将来の市民への健康で快
適な環境確保に寄与します。
また、手続き等の前に建築等の行
為が行われる事例も見られます。こ
のことにより、規制が係らず、指導に
よる調整となってしまうことがありま
す。

適正かつ迅速に審査事務を行
います。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

3 4
効率性

Ｃ4
有効性必要性

3
達成度

3
効率性

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

規制の啓発を十分に行って下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ｃ

土地利用計画（都市計画・用途地域・建築主事の確認区域等）の策定時には、取
扱い要領（手引き）の見直しを行います。

拡大・充実

土地利用計画との整合性を図ります。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 3

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

508

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

矢田正和
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 適正な土地利用の推進事務
企画課

事務事業名 適正な土地利用の推進事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 土地利用計画の策定に向けた調整と関係機関への指導等

今年度 適切な土地利用を図るため、庁内関係課の連絡調整を行います。

対象（誰を、
何を）

国土利用計画法に定める届出が必要な土地取引や阿波市の全地域

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

国土利用計画・市町村計画のＨ２３年度策定に向け、調整・準備を行います。

市内における開発事業において、住宅地・農地・緑地などの保全誘導を図り、秩序ある土地利用と良好な住環境の誘導に努めます。

土地取引に対し、必要な規制、土地利用調査の措置を講ずるとともに、用途地域（都市計画）の設定や国土利用計画の見直しに関する基本的な方針を定めます。

土地開発情報の公開と、事業者の住民への説明責任を明確にし、土地利用の誘導を進めます。

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

21

0.125
0

0.083

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務費

768

522

0.000 0

0
768

22平成

目標
実績

平成

0

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

設定できない

指標名

0.000

用途別や地域別に、土地の
有効利用を図る

0.083

0
522

0.000
508

臨時･嘱託工数･経費

国土利用法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．生活基盤の充実したまちづくり
（１）調和のとれた土地利用の推進
（２）適正な土地利用の推進
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

条例等による規制は行えます
が、事業者等の持つ財産権など
に対しては、法令の根拠がある
規制しか行えないので、強制的
な調整を行うことは困難であると
思われます。

二次評価一次評価の説明
合併により、旧町の国土利用計画
は無効となりましたので、現在阿波
市は計画の無い市となり、本計画の
策定が必要です。
また、土地の有効利用に関しては、
事業者本人の意識によって、その効
率や必要性も左右されます。

現在及び将来の市民への健康で快
適な環境確保に寄与します。
また、手続き等の前に建築等の行
為が行われる事例も見られます。こ
のことにより、規制が係らず、指導に
よる調整となってしまうことがありま
す。

目標とする、条例・規制等の制
定に対し、事例・奨励の設定が
明確に示せない現状がありま
す。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

2
有効性

3 3
効率性

Ｄ3
有効性必要性

3
達成度

1
効率性

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

条例・規制の啓発をCATV等で行って下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ｄ

国によるまちづくり関係補助制度においては、都市計画・用途地域の設定を要件
としているメニューが多く、これら国の補助制度を利用するには、都市計画（用途
地域設定）を含めた土地利用計画策定等の推進が必要です。

拡大・充実

新たな、土地利用計画策定に向けた推進。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 4

19 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

508

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

－
個

目標

実績 ３０（Ａ１）
　３０　（Ａ３）

－
実績

13780
13780

期間設定なし

矢田正和
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 市民憲章及び市の花・木・鳥普及推進事業

企画課
事務事業名 市民憲章及び市の花・木・鳥普及推進事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
５箇条からなる「阿波市民憲章」の精神が、市民一人ひとりの日々の生活に定着することにより、「私たちのまち・阿波市」をより美しく
豊かなものとし、魅力あふれるまちであり続けるよう、後世に引き継いで行きます。

今年度
Ｈ１９年度の「選定委員会」での審議により、阿波市市民憲章と市の花・木・鳥の名称が制定されました。このことにより、その内容・主
旨を広報紙、ホームページ、ＣＡＴＶ等を通じ、市民に周知しています。

対象（誰を、
何を）

市民

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市の更なる発展のため、広報機関や、各種配布物を利用して、広く市民啓発をします。

阿波市主要公共施設に対し、「市民憲章表示板」を作成・掲示しています。

適時に、各種イベント等の開催に合わせた苗木・種や記念品（サンプル）等の配布や周知活動を実施します。

地 方 債

平成

－

　３０　（Ａ３）

会　　計 一般会計

合併５周年行事に合わせた
ｹﾔｷ苗木・ｺｽﾓｽ種袋配布

本・個

　３０　（Ａ３）

21

0.125
0

0.125

ｹﾔｷ500・ｺｽﾓｽ3,000

年度予算 備考
企画費

ｹﾔｷ500・ｺｽﾓｽ3,000

年度決算
総務費

768

785

0.000 0

1,208
1,208

768

22平成

目標
実績

平成

525

予算費目
年度決算20

３０（Ａ１）目標
個

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

広告入り花の種の配布

市民憲章表示板掲示

種・苗木の配布

指標名

0.000

広報同時配布

0.083

525

0
1,993

0.000
1,033

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

公共施設（Ａ１・Ａ３サイズ）

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（４）協働のまちづくりの推進
（１）多様な分野における参画・協働の促進
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

別の効率的な推進方法を考慮
する必要があります。

二次評価一次評価の説明
市民生活に定着することにより、
魅力あるまちづくりができます。

魅力ある美しいまちづくりに寄与
することが期待できます。

予定していた推進事業は実施で
きています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
2

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

3 3
効率性

Ｃ3
有効性必要性

4
達成度

3
効率性

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

現状のまま、推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

推進の手法について、考慮する必要性があります。（例：市内各所の案内看板・
標語・啓発看板改修時にシンボル・モチーフを追加する。公園等へのモニュメント
（表示入り石柱等）の設置など）

拡大・充実

全ての課において、推進できる場面を常に考えます。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 5 1

19 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（２）男女共同参画社会の形成
（２）男女共同参画社会への意識改革の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

男女共同参画社会基本法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
2,092

0.000
3,284

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

男女共同参画推進委員会開
催

啓発事業開催

指標名

0.000

0.333

1,247
1,247

予算費目
年度決算20

目標

22平成

目標
実績

平成

回

2,046

2,092

0.000 0

0
2,046

年度予算 備考
企画費

年度決算

0.333
0

0.333

0

21

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

暴力の根絶と健康づくりの支援を行います。

男女共同参画社会への意識改革の推進を行います。

政策・方針決定過程への男女共同参画の推進を行います。

労働・雇用における男女共同参画の推進を行います。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

国 庫 支 出 金

総務費

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
阿波市男女共同参画基本計画に基づき男女共同参画の促進を総合的かつ計画的に推進し、男女共同参画社会の実現を図ることを
目的とします。

今年度 男女共同参画社会への意識改革を推進するため、各種広報を行うとともに研修会や講座を開催します。

対象（誰を、
何を）

市民、行政、企業、市民団体等

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 男女共同参画推進事業
企画課

事務事業名 男女共同参画推進事業

期間設定なし

枝澤正彦
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

回
目標

実績

実績
4
4

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

2,037
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総合評価
Ｄ

男女が共に社会参画するための環境、条件等の整備が必要と思われます。

拡大・充実

阿波市男女共同参画基本計画に基づき意識改革の推進をはじめ、男女共同参
画の促進を総合的かつ計画的に推進していく必要があります。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

現状のまま、推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ｄ2
有効性必要性

3
達成度

3
効率性評価点

3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

2
有効性

3 2
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

男女共同参画意識の高揚を図
るためには、有効な事業です。

啓発事業を増やし意識の高揚を
図らなければならないと思われ
ます。

二次評価一次評価の説明
男女共同参画社会の形成の促
進を図るために必要な事業で
す。

今後男女共同参画の形成の促
進を図っていくには、男女共同
参画担当の職員を配置するなど
の人員確保が必要と思われま
す。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 6 6

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

0

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

天満仁
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 地域総合整備資金貸付事業
企画課

事務事業名 地域総合整備資金貸付事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的

今年度

対象（誰を、
何を）

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

21

0.000
0

0.000

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務費

0

0

0.000 0

0
0

22平成

目標
実績

平成

0

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

0.000

0
0

0.000
0

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

二次評価一次評価の説明

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 4
効率性

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

3
効率性

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

現状維持で、お願いします。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

拡大・充実

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 7 8

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 団塊の世代対策事業 事務事業名

総合計画
基本構想(政策) １．人が輝くまちづくり

主要施策 （４）地域間交流活動の促進

団塊の世代対策事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

事業運営方法

シート作成日 平成22年6月3日
部局名 総務部 課名 企画課 主務課長名 天満仁 シート作成者名 大森章司

１ 直営 ３ 全部委託
２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （６）国際化、地域間交流の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

２ 非該当 根拠法令等 阿波市空き家情報登録制度要綱

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

阿波市に定住を希望する人

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 阿波市民と市・県外在住の団塊の世代の定住促進

今年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市空き家情報及び利用者の登録

空き家等情報の提供

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位

利用希望者の登録
定住促進による地域活性
化

件数

平成

空き家情報の登録 有効利用の度合いを図る 件数
目標
実績 0

年度 最終目標
5 5 5

年度 平成 年度 平成

目標

0
5目標 5

実績 0 0
5

総務費 総務管理費
年度予算 備考

企画費
22

実績

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計

直接事業費

国 庫 支 出 金

平成 20 年度決算 平成 21 年度決算 平成

県 支 出 金
地 方 債

計（Ａ） 0 0 0

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源

0

1,020
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.166 1,016 0.166

0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,016 1,043 1,020

人件費（Ｂ）
1,043

臨時･嘱託工数･経費

0.166
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

全国的に田舎暮らしのニーズが
高まっております。市としても定
住促進のため、空き家の情報提
供することは必要です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 現状の空家情報制度では、空家
提供者が少なく、交渉成立も少
ないことから定住促進への貢献
度は低いと考えます。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 問い合わせはありますが、空き
家登録がないため情報提供をで
きず、直接定住促進につながっ
ているとはいえません。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 現在の空家情報制度は必ずしも
市が行わなければならない事業
ではありません。他市町村では
NPOが行っている町もあり、ま
た、不動産業界と連携すればよ
い部分でもあります。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

有効性 達成度 効率性 総合評価

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

必要性 有効性 達成度 効率性

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 総合評価
1 2 1 2 Ｄ 1 3 2 2 Ｄ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

空家情報提供者が少ないことと、借りる側と貸す側との条件に隔たりがあり、交
渉が成立していません。空家情報制度を続けるにあたっては、空家情報提供者
を確保するための工夫が必要です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

空き家情報制度の広報・PRを行って下さい。
改革案
と実行
計画

空家提供者の確保に努め空家情報制度を充実させることで、定住促進に結びつ
けていきます。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 8 9

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（３）コミュニティ活動の促進
（３）コミュニティ活動の活性化支援 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市自治会育成振興費交付要綱

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
48,268

0.000
48,658

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

交付事務のため、指標を設
定できません。

0.417

46,107
46,107

予算費目
年度決算20

目標

22平成

目標
実績

平成

48,913

2,620

0.000 0

45,648
45,648

2,563

46,350

年度予算 備考
企画費

年度決算

0.417
46,350

0.417

21

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

交通、防犯及び防災に関する事業を実施する自治会に対して振興費を交付します。

福祉及び保健衛生に関する事業を実施する自治会に対して振興費を交付します。

地域の活性化並びに良好な地域社会の維持及び形成に関する事業を実施する自治会に対して振興費を交付します。

環境の整備に関する事業を実施する自治会に対して振興費を交付します。

社会教育に関する事業を実施する自治会に対して振興費を交付します。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

国 庫 支 出 金

総務管理費

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 自治会内のあらゆる行事及び活動を促進し、さらには自治会員相互のコミュニケーションを図ることを目的としています。

今年度

対象（誰を、
何を）

市内各自治会

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 自治会関係事務
企画課

事務事業名 自治会育成振興費交付事務

期間設定なし

枝澤正彦
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

382
自治会

目標

実績

実績 383

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

2,551
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総合評価
Ａ

自治会内の行事及び活動を促進し、さらには自治会員相互のコミュニケーションを図るこ
とを目的しているが、活動を縮小し施設維持費・募金等のみに振興費を利用している自治
会が多くなってきています。今後協働のまちづくりを進めていくためには自治会の充実が
不可欠でありますので、自治会活動を促進するための振興費の活用方法について検討・
協議を行わなければならないと思われます。

拡大・充実

振興費の交付要件・活用方法等について検討・協議を行わなければならないと
思われます。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

交付金額については、現状のまま推進して下さい。
尚、事業目的について十分に説明して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ｃ3
有効性必要性

2
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

財政基盤の弱い自治会の行事
や活動を促進するために有効な
事業です。

自治会活動等を促進するという
目標に対し、当事業が寄与して
いる部分が多分にあり、現在、
概ね目標を達成していると思わ
れます。

二次評価一次評価の説明
協働のまちづくりを進めていくた
めには自治会の協力が必要不
可欠です。よって、事業を実施す
ることが必要ですが、活動を促
進するため、振興費の交付要
件・活用方法等について検討す
る余地があると思われます。

自治会活動を促進するため振興
費の交付要件・活用方法等につ
いて、また新たなしくみの検討を
含め協議を行う余地はあると思
われます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 9 8

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（３）コミュニティ活動の促進
（１）コミュニティ意識の高揚 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
0

0.000
814

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

自治会長会参加者数

指標名

0.000

多くの自治会長の声を聞き、今後
の行政施策に反映させることを目
的としているためです。

0.083

306
306

予算費目
年度決算20

目標

22平成

目標
実績

平成

1,334

0

0.000 0

0
510

824

年度予算 備考
企画費

年度決算

0.083
824

0.000

21

387

地 方 債

平成

387

会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
事業概要の説明等、市政の現状を報告します。

各自治会長から地域の問題点等を伺うとともに、それに対しての市からの回答及び報告を行います。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

国 庫 支 出 金

総務管理費

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 市政の現状報告と各自治会長の声を聞き、今後の行政施策に反映させることを目的としています。

今年度 平成２１年度は各自治会総会開催時に市管理職が出席したため自治会長会は開催していません。

対象（誰を、
何を）

市内各自治会長

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 自治会関係事務
企画課

事務事業名 自治会長会開催事務

期間設定なし

枝澤正彦
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

0
人

目標

実績

387
実績

389
150

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

508
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総合評価
Ａ

自治会長からの様々な意見等を一人でも多くの方からお伺いできるよう、今後、
検討していくことが必要だと思われます。

拡大・充実

出席日を選択できるなど、多くの自治会長が参加できるような方法を検討していく
ことが必要だと思われます。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

現状のまま推進して下さい。
来年度予算編成に間にあうよう開催して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

3
達成度

3
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

協働のまちづくりを推進してくための
パ－トナ－である自治会の代表者
から意見等を伺うことは、市民の声
を市政に反映した行政施策を実現
するために有効な事業だと思われま
す。

自治会長を通じて、地域住民の意見
等を伺い、今後の行政施策に反映さ
せていくという目標について、現在、
概ね達成されていると思われます。

二次評価一次評価の説明
市政の現状報告を行い、それに対し
て自治会長からの意見・提言等を伺
うことは、市民の声を市政に反映し
ていくうえで誠に重要でありますの
で、今後も事業を実施することが必
要です。

会の出席者に対しての記念品のコ
スト削減を図れる余地があると思わ
れます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 10 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

245

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

0
目標

実績

実績 0

期間設定なし

枝澤正彦
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 地縁団体関係事務
企画課

事務事業名 地縁団体関係事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
地縁による団体（主に自治会）が不動産又は不動産に関する権利等を保有する場合、市長の認可を受け法人格を得ることにより認可
地縁団体となることで、不動産登記において登記名義人となることができることを目的としています。

今年度

対象（誰を、
何を）

現に不動産等の財産を保有、あるいは保有を予定している団体で一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体（主に自治
会）

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
認可を受けようとする地縁による団体（主に自治会）から申請書を受け付けて、審査後、認可・不認可を決定し、告示及び台帳整備を行います。

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

21

0.040
0

0.040

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

246

251

0.000 0

0
246

22平成

目標
実績

平成

0

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

団体からの申請であるため、
指標を設定できません。

0.040

0
251

0.000
245

臨時･嘱託工数･経費

地方自治法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（３）コミュニティ活動の促進
（３）コミュニティ活動の活性化支援
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

地方自治法を根拠とした事務を行っ
ています。

二次評価一次評価の説明
地縁による団体（主に自治会）が不
動産又は不動産に関する権利等を
保有する場合に必要な事業です。

地縁による団体（主に自治会）が活
動の拠点となる施設等を建設する
場合、不動産登記等が容易になり、
地域活性化に寄与するものと思わ
れます。

認可を受けた地縁による団体（主に
自治会）は不動産登記において登
記名義人となることができ、速やか
な不動産の取得等に寄与するという
目標について、現在、概ね達成され
ていると思われます。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

3
効率性

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

現状のまま推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

地縁による団体（主に自治会）が所有する不動産で、自治会の代表者の個人名
義や役員の共有名義になっているものについては、代表者・役員が変更された
時などに不都合がありますので、制度の周知を図り、不動産登記等を容易に進
めることが必要だと思われます。

拡大・充実

制度の周知を図ることが必要だと思われます。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 11 9

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（４）協働のまちづくりの推進
（５）市民団体、ボランティア等の育成 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市まちづくり団体補助金交付要綱

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
2,921

0.000
2,830

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

団体からの自主申請であるた
め、指標を設定できません。

0.250

1,300
1,300

予算費目
年度決算20

目標

22平成

目標
実績

平成

3,136

1,571

0.000 0

1,350
1,350

1,536

1,600

年度予算 備考
企画費

年度決算

0.250
1,600

0.250

21

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

健康づくりの推進に関する活動事業を実施するまちづくり団体に対して補助を行います。

地域福祉の推進に関する活動事業を実施するまちづくり団体に対して補助を行います。

地域活性化のために行う活動事業を実施するまちづくり団体に対して補助を行います。

自然環境向上に関する活動事業を実施するまちづくり団体に対して補助を行います。

子どもの健全育成に繋がる活動事業を実施するまちづくり団体に対して補助を行います。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

国 庫 支 出 金

総務管理費

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
まちづくり団体が行政の補助に頼らずとも自身の経費で活動を図れるよう自立し、行政と協働のうえ、独創的・個性的なまちづくりの推
進活動を行えることを目的としています。

今年度
阿波市のまちづくりの基本理念である「あすに向かって“人の花咲くやすらぎ空間”阿波市」を市民と行政が一体となり、独創的・個性
的なまちづくりの推進を図ることができるまちづくり団体を育成することを目的としています。

対象（誰を、
何を）

地域に貢献するための研修又は地域活動を企画、実行するまちづくり団体

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 まちづくり団体補助金関係事務

企画課
事務事業名 まちづくり団体補助金関係事務

期間設定なし

枝澤正彦
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

27
団体

目標

実績

実績 26

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,530
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総合評価
Ｂ

補助に頼らずとも自身の経費で活動を図れるよう自立し、行政と協働のうえ、独
創的・個性的なまちづくりの推進活動を行えることを目的としているが、依存して
いるのが現状と思われます。

拡大・充実

団体自身の経費で活動を行うことができる団体については補助事業の対象外とし、また、
自立が図られてきていると認められる団体については、補助金額について上限を低くする
等の施策を実施することが今後必要だと思われます。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

現状のまま推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

3
達成度

3
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

2
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

財政基盤の弱いまちづくり団体
の育成に対し有効な事業です。

まちづくり団体の育成に当事業
が寄与している部分が多分にあ
るが、最終的に団体の自立を図
るという観点からは、自己財源
のみで活動できる団体は少なく
自立できていないのが現状と思
われます。

二次評価一次評価の説明
まちづくり団体を育成する観点
から、当分の間は事業を実施す
ることが必要です。

電子申請等を行うことにより、諸
手続の効率化が図られる面があ
ると思われます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 12 9

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

489

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

3
団体

目標

実績

実績 2

期間設定なし

枝澤正彦
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 コミュニティ助成事業（宝くじ）事務

企画課
事務事業名 コミュニティ助成事業（宝くじ）事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
財団法人自治総合センタ－からの助成金で、備品購入やコミュニティセンタ－建設等を行うことにより、コミュニティ組織による地域の
お祭りやイベント、文化・学習活動等の各種コミュニティ活動が活発化することを目的としています。

今年度

対象（誰を、
何を）

自治会等の地域的な共同活動を行っている団体又はその連合体で構成されたコミュニティ組織

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
市の窓口として、事業の周知、取りまとめ等を行います。

財団法人自治総合センタ－の助成金を財源とし、市補助金として同額をコミュニティ組織に助成を行います。

地 方 債

平成

1

会　　計 一般会計
21

0.080
2,500

0.080

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

2,992

503

2,500

0.000 0

6,700

6,700

492

22平成

目標
実績

平成

3,700

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

コミュニティ組織からの自主申請で
あるため、指標を設定できません。

0.080

3,700

0
7,203

0.000
4,189

臨時･嘱託工数･経費

コミュニティ助成事業実施要綱

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（３）コミュニティ活動の促進
（３）コミュニティ活動の活性化支援
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

書類の電子申請等を行うことによ
り、諸手続の効率化が図られる面が
あると思われます。

二次評価一次評価の説明
市の財政状況が厳しい中、助成率
が原則１０割である当事業はコミュ
ニティの活性化を図るうえで、政策
的、財政的にも非常に有利な事業で
あり、今後も積極的に活用するべき
です。

コミュニティ活動の促進を図るにあ
たり有効な事業です。

コミュニティ組織が助成を受けること
により、コミュニティ活動の活発化に
寄与し、地域の連帯感に基づく自治
意識を盛り上げる効果を目指すとい
う目標から鑑みると、概ね目標を達
成していると思われます。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性

Ａ4
有効性必要性

3
達成度

3
効率性

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

現状のまま推進して下さい。
事業概要について、積極的に広報して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

現在、当事業がコミュニティ組織に十分周知されていないように思われます。

拡大・充実

コミュニティ組織に対して、今一層の事業の周知等を図り、多くの組織からの申
請を促すことにより、市内コミュニティ活動の活性化の一端になるよう実施してい
くことが今後必要だと思われます。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 13 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 612 628 615

人件費（Ｂ）
628

臨時･嘱託工数･経費

0.100 615
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.100 612 0.100

0.000 0 0.000

一 般 財 源

0

0 0

その他特定財源

県 支 出 金
地 方 債

計（Ａ） 0

平成 21 年度決算 平成

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計

直接事業費

国 庫 支 出 金

平成 20 年度決算
総務費 総務管理費

年度予算 備考
企画費

22

実績
目標

目標
実績

949

年度 最終目標
1000 1000

年度 平成 年度 平成平成

貸出件数 貸出件数を指標とする 件
目標
実績 949

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
体育施設の施設予約受付事務

ナイターコインの回収

施設管理者への連絡

休日のテニスコートの貸出

２ 非該当 根拠法令等 各施設設置管理条例

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市民・各種スポーツ団体

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 市民の体力づくり、健康づくりを推進し、心身の健全な育成に寄与します。

今年度

実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （３）スポーツの振興 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

１ 直営 ３ 全部委託
２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成22年6月3日
部局名 総務部 課名 企画課 主務課長名 天満仁 シート作成者名 大森章司

体育施設の施設予約事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

事業運営方法

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 地域公共施設管理事務 事務事業名

総合計画
基本構想(政策) １．人が輝くまちづくり

主要施策 （２）スポーツ施設の整備充実・有効活用
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委員会
指摘事項

当面の
課題

社会体育施設の効果的な運用には、精度の高い予約・受付業務が不可欠であ
るため、今後はインターネットを通した施設の予約や申し込みについて検討して
いく必要があります。　また、使用できる施設に限りがあるため、利用施設の割り
振りなど、効率的な運用が必
要である

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

現状維持して下さい
改革案
と実行
計画

各施設に関係する担当部署（社会教育課等）と連絡を密にとるとともに、定期的
に利用する団体を把握することで、施設の空き状況を把握し、利用者に情報提供
する。また、予約・受付の円滑化を図ことで、より多くの市民に貸出ができるよう
工夫をしていきたい。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

3 3 3 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 3 3 3 Ａ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 施設の貸出方法について、考慮
する必要があります。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 達成度の区分に関係なく必要な
事務であります。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 施設を貸し出す上で必要な事務
であり、貢献度は高いです。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

社会体育施設の住民の利用は
多く、予約及び受付けの住民の
ニーズ
は高いです。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 14 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（３）コミュニティ活動の促進
（２）コミュニティ施設の整備 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
52

0.000
51

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

公園維持のため数値目標を設
定できません。

0.002

39
39

予算費目
年度決算20

目標

22平成

目標
実績

平成

87

13

0.000 0

39
39

12

75

年度予算 備考
企画費

年度決算

0.002
75

0.002

21

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公園管理

シルバー人材センターへ草刈り依頼

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

国 庫 支 出 金

総務管理費

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 勝命コミュニティ公園における、市民福祉の増進に寄与することを目的としています。

今年度

対象（誰を、
何を）

勝命コミュニティ公園

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 地域公共施設管理事務
企画課

事務事業名 勝命コミュニティ公園の管理事務

期間設定なし

天満仁
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

団体
目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

12



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

総合評価
Ｃ

今後、勝命コミュニティー公園をどうするか考える必要があります。

拡大・充実

今後、老朽化した遊具等の撤去及び施設の地元管理に向けて検討を進めます。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

現状維持して下さい。
尚、自主財源確保の観点から、今後の方針について担当課（防災対策課）と協議
して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ｄ1
有効性必要性

1
達成度

2
効率性評価点

1

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

1
達成度

2
有効性

1 4
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

毎年、草刈りなどの維持経費が必要
です。

利用者数が少ないようです。

二次評価一次評価の説明
地元の要望により設置した公園であ
り、地域の憩いの場として必要で
す。

維持経費に対し、利用者数が少なく
効率が悪いと思われます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 15 9

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

245

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

1
団体

目標

実績

実績 2

期間設定なし

枝澤正彦
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 地域集会施設整備事業補助金交付事務

企画課
事務事業名 地域集会施設整備事業補助金交付事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 地域における集会施設（集会所）の整備を促進し、市民福祉の増進に寄与することを目的としています。

今年度

対象（誰を、
何を）

自治会又はその連合体が所有する集会施設（集会所）

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
集会所の新築、増築又は改築事業を行う自治会に対して補助を行います。

集会所の修繕を行う自治会に対して補助を行います。

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

21

0.040
400

0.040

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

646

251

0.000 0

300
300

246

400

22平成

目標
実績

平成

182

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

自治会等からの自主申請のた
め、指標を設定できません。

0.040

182

0
551

0.000
427

臨時･嘱託工数･経費

阿波市地域集会施設整備事業補助金交付要綱

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（３）コミュニティ活動の促進
（２）コミュニティ施設の整備
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

書類の電子申請等を行うことによ
り、諸手続の効率化が図られる面が
あると思われます。

二次評価一次評価の説明
当市の集会所は老朽化している施
設が多いため、当分の間は事業を
実施することが必要です。

自治会活動の拠点である集会所の
整備に対し、金銭的な面からのフォ
ロ－として有効な事業です。

地域における集会施設（集会所）の
整備を行うことにより、自治会活動
の活性化等に寄与している部分が
多分にあるため、概ね目標を達成し
ていると思われます。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 2
効率性

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

3
効率性

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

補助制度については、現状維持して下さい。
自治会からの補助希望等を適格に把握し、予算計上に万全を期して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ｂ

当市の集会所は老朽化している施設が多いので、申請が多数あった場合の予
算不足等の問題を検討しておくことが、今後必要だと思います。

拡大・充実

自治会からの申請希望を、調査等により把握し、年次毎の計画を立てて、事業を
実施していくことが必要です。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 16 8

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 ふるさと納税事務 事務事業名

総合計画
基本構想(政策) 該当なし

主要施策

ふるさと納税事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

事業運営方法

シート作成日 平成22年6月3日
部局名 総務部 課名 企画課 主務課長名 天満仁 シート作成者名 大森章司

１ 直営 ３ 全部委託
２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) １ 該当 平成 平成 期間設定なし

２ 非該当 根拠法令等 地方税法第37 条の2、第314 条の7

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

阿波市のまちづくりに賛同する個人又は法人

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
阿波市のまちづくりに賛同する個人又は法人から広く寄附を募り、当該寄附金を財源として、あすに向かって人の花咲くやすらぎ空
間・阿波市の創造を目指し、個性豊かな魅力あるふるさとづくりに資することを目的としています。

今年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
「ふるさと阿波市」に貢献したい、「ふるさと阿波市」を応援したいという個人又は法人からの寄附金を募り、阿波市の施策に活用します。

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成
寄附者からの御厚意である
ため、指標を設定できませ
ん

円
目標
実績 1,300,000

年度 最終目標
↑ ↑

年度 平成 年度 平成

目標

1,495,000
目標
実績

総務費 総務管理費
年度予算 備考

企画費
22

実績

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計

直接事業費

国 庫 支 出 金

平成 20 年度決算 平成 21 年度決算 平成

県 支 出 金
地 方 債

100
計（Ａ） 98 232 100

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 98 232

0

4,916
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.800 4,895 0.800

0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 4,993 5,259 5,016

人件費（Ｂ）
5,027

臨時･嘱託工数･経費

0.800



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

阿波市を広くＰＲすることで、阿
波市の知名度を上げるとともに、
阿波市の発展を願う方から、阿
波市の各種事業の実施に要す
る経費に充てるためとしてふるさ
と納税（寄附）をいただくことがで
き、当該事業を推進することがで
きます

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 自主財源の積極的な確保がもと
められているなかで、総合計画
に掲げる「あすに向かって人の
花咲くやすらぎ空間・阿波市」の
実現を図るために有効な事業で
す。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 阿波市を応援したいという人か
ら寄附金を募るという趣旨に対
し、現状は制度の周知不足等が
あると思われますので、目標に
対してあまり成果が上がってい
ないと思われます。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 寄附申込書の電子申請での受
付及び寄附金のクレジットカード
による納付等を検討し、また、他
自治体の事例を参考にすること
により、寄附する者が寄附しや
すい制度の構築を図っていくこと
が、今後必要だと思われます。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

有効性 達成度 効率性 総合評価

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

必要性 有効性 達成度 効率性

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 総合評価
4 4 2 2 Ｂ 4 4 3 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

一度阿波市に対してふるさと納税（寄附）をしていただいた方に次年度以降も引
き続き阿波市に対してふるさと納税（寄附）をしていただけるような取組、また、新
たにより多くの方に阿波市に対しふるさと納税（寄附）をしていただけるような取
組の実施が今後の課題である。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

自主財源確保の観点から、積極的に推進して下さい。
改革案
と実行
計画

徳島県人会や市ゆかりの著名人への働きかけの際、リーフレットの配布及び制
度説明等を行い、趣旨に賛同していただける方を一人でも多く増やすべく「ふるさ
と阿波市」のPRを積極的に行っていかなければならないと思われます。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 17 2

22 年 ～ 22 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

9,973

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

13,780
部

目標

実績 12
12

13,780
実績

13,780
13,780

期間設定なし

佐川和枝
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 広報・広聴事務
企画課

事務事業名 広報の編集及び発行事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 市からの情報を市民へ正確、適切に提供し、市民が市政に理解と関心をもてるように務めます。

今年度 情報の正確な掲載により、市民が行政サービスを平等に受益でき、市民の声が反映される広報誌を制作します。

対象（誰を、
何を）

市民・事業所・近隣市町村

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

市民が参加するコーナーやクイズの応募を利用し、市民の意見を知り、広報誌制作に反映します。

有料広告の周知に務め、掲載数を確保します。

市民の活動等を、取材により収集します。

庁内各課の掲載希望記事を早期に把握し、見やすく判りやすい誌面の編集に努めます。

市から伝えるべき行政情報を正確に市民に情報提供します。

地 方 債

平成

13,780

12

会　　計 一般会計

12

21

1.100
10,359

1.400

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

17,119

8,797

240

0.000 0

9,881
10,645

764

6,760

10,119

22平成

目標
実績

平成

9,807

予算費目
年度決算20

12目標
回

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

配布部数

発行回数

指標名

0.000

全世帯配布

1.630

1,198
8,609

0
19,442

0.000
19,780

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

毎月１日発行

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（４）協働のまちづくりの推進
（２）広報・広聴活動の充実
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

阿波市独自の個性を出すため
のイラストやコラムも、全て担当
者が制作し、写真などの有料ソ
フトも使用していません。低コス
トで制作されています。

二次評価一次評価の説明
市からの様々な情報を、確実に
市民へ知らせるために必要な事
業です。

インターネットの普及により、
ホームページを見られる環境は
市民の間に整いつつあります
が、高齢者などには紙媒体の広
報が必要です。また、広報を見
てホームページを検索するな
ど、導入的な要素もあります。

市からの情報は、担当課から毎
月正確に掲載されています。市
からの一方的なお知らせ記事で
はなく、市民が必要としている情
報を時を逃がさず掲載できるよう
務めています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 4
効率性

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

4
効率性

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

現状維持で推進して下さい

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

　広報誌は「中学生が読める」ことを視点において制作していますが、全ての世
代に読んでもらうことは難しいのが現状です。特に若い世代には、携帯電話でも
アクセスできるホームページの充実が必要だと思われます。

拡大・充実

　日本広報協会のアンケートでも、広報誌の読者は主婦と高齢者が圧倒的に多いという
結果が出ており、阿波市も例外ではありません。したがって、主婦と高齢者を中心対象とし
た広報誌制作を心がけ、その人たちに家庭や社会へのアンテナとなってもらう広報誌の制
作を目指します。

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 5 － 18 9

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,493

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

100%
％

目標

実績

100%
実績

100%
91.90%

期間設定なし

西野美奈子
シート作成日

総務費

平成22年6月16日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 広報・広聴事務
企画課

事務事業名 阿波市ホームページ更新事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 市からの情報提供及び行政サービスを迅速に受益できることにより、市政への理解と関心を深めていきます。

今年度 行政情報を定期的、即時的に提供していくとともに、電子申請などの電子サービスを活用していきます。

対象（誰を、
何を）

インターネット利用者

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
市から伝えるべき行政情報の周知を迅速に行います。

市民が必要としている情報の周知を迅速に行います。

見やすく、わかりやすいページの編集を行います。

地 方 債

平成

100%

会　　計 一般会計
21

0.800

0

0
0.300

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

4,916

1,885

0.000 0

0
0

0

4,916

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

年間実質訪問者数÷年間目標訪
問者数100,000件×100（％）

0.244

0
0
0

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

訪問者数（カウンター数）

指標名

0
1,885

0.000
1,493

臨時･嘱託工数･経費 0.000
臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（４）協働のまちづくりの推進
（２）広報・広聴活動の充実
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

ホームページの予算は、総務課
（イントラネット事業）の予算に含
まれており、独自の予算はあり
ません。

二次評価一次評価の説明
市民生活に必要な行政情報を
提供し、広く周知するために必
要な事業です。

行政情報の周知媒体として、広
報やケーブルテレビもあります
が、インターネットの特性を活か
し、即時に情報提供を行ってい
ます。

市民生活に必要な、市からの情
報を適切に提供できています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
3

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

3 2
効率性

Ｂ2
有効性必要性

4
達成度

3
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

現状のまま推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

様々な世代（年代）の方が利用できるホームページづくりを検討します。

総合評価
Ｂ

①ホームページ運営・運用費の削減を検討します。②有料広告の充実を図りま
す。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 19 2

22 年 ～ 22 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（４）協働のまちづくりの推進
（２）広報・広聴活動の充実 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市有料広告掲載取扱要綱

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

阿波市ホームページでの広
告収入金額

0
628

0.000
612

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

広報阿波広告収入

阿波市ホームページ
広告収入

指標名

0.000

広報阿波での収入金額

0.100

0
0
0

予算費目
年度決算20

120,000目標

22平成

目標
実績

平成

円

615

628

0

0.000 0

0
0

0

615

0

年度予算 備考
企画費

年度決算

0.100
0

0.100

94,000

21

地 方 債

平成

120,000

120,000

会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
広報阿波と阿波市ホームページに有料広告を掲載します。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

国 庫 支 出 金

総務管理費

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 新たな自主財源の確保と、地域経済の活性化を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

市内外の企業

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 広報・広聴事務
企画課

事務事業名 有料広告募集事務

期間設定なし

佐川和枝
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

670,000
円

目標

実績 230,000
120,000

120,000
実績

120,000
996,000

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

総合評価
Ａ

新しい有料広告掲載主の獲得が必要です。

拡大・充実

広報誌、ホームページ共に、広告主が有料広告掲載に魅力を感じるような誌面、
画面の制作に努力をし、また、市の職員は全員阿波市の広報マンになっていた
だき、新しい広告主の開拓協力をお願いしたいと思います。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

自主財源確保の観点から、尚一層のPRをお願いします。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

3
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 4
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

封筒に広告が掲載されています
が、広報やホームページの有料
広告とは形式が違い、お互いが
マイナスになることはありませ
ん。

目標金額は達成していますが、
不景気なこともあり、新しい広告
主の開拓が難しい状態です。

二次評価一次評価の説明
市の収入源として必要です。

他市の有料広告掲載状態や方
法などを参考にし、より有効な広
告掲載を常に模索しています。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 5 － 20 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

4,136

Ｄ
Ｏ

0

0
4,157

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

6
回

目標

実績 100
100

6
実績

4
4

期間設定なし

野崎順子
シート作成日

総務費

平成22年4月1日
シート作成者名主務課長名 天満仁

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 基幹統計等調査事務
企画課

事務事業名 基幹統計等調査事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 調査員の質の向上に努めつつ、調査対象者に調査に対する理解、必要性の浸透を図り、適正な統計調査を実施します。

今年度

対象（誰を、
何を）

統計の種類に応じて市内事業所、世帯等

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

県へ調査票等を提出します。

調査員、指導員を推薦します。

調査員、指導員への説明会を実施します。

調査を行います。

地 方 債

平成

5

100

会　　計 一般会計

0

100

21

1.800

15,230

15,247
1.600

年度予算 備考
企画費

年度決算
総務管理費

26,309

10,053

0.000 0

10
9,685

11,062

17

100目標

22

9,675

平成

目標
実績

平成

率

基幹統計数

0.676

0
3

4,160

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

活動指標

成果指標

指標名

0
19,738

0.000
8,296

臨時･嘱託工数･経費 0.000

統計法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

各統計調査実施の計画性
の確保

0

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

基幹統計調査は、地方自治体
の単独事業ではなく、事業市は
全額国負担です。国の行革のな
かで、事業費削減等が実施され
つつあると考えられます。

二次評価一次評価の説明
個人情報保護意識の高まりや、
社会情勢が不安定ななか、調査
実施にあたり、調査員確保が困
難になっています。調査員委嘱
を民間会社へ委託することも取
り組むべき課題です。

社会情勢の動向を判断する資
料として重要であり、その結果は
各施策に活用されています。

基幹統計調査は、国委託調査で
あるため、調査自体の達成度は
100％であります。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

4
有効性

4 2
効率性

Ａ4
有効性必要性

3
達成度

4
効率性

国勢調査終了後に調査員台帳を整備する計画です。

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実

縮小廃止/休止縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

現状のまま推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持 方法改善
統合/終期設定

総合評価
Ａ

調査全体の民間委託等については、国が方針を確立するものですが、本市にお
いては、調査員・指導員台帳の整備とともに、調査員委嘱事務については、民間
会社への委託について近隣市町の動向も視野に入れながら、取り組むべき課題
と考えられます。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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